
財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券・・・・時価法によっている。

（２） 固定資産の減価償却の方法

・建物、器具及び備品・・・・定額法によっている。

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物・・・・3 年～18 年

器具及び備品・・・・3 年～15 年

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

・ソフトウェア・・・・利用可能期間（5 年）に基づく定額法によっている。

（３） 引当金の計上基準

①賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に属する額を計上して

いる。

②役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に属する額を計上して

いる。

③退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上し

ている。

④役員退職慰労引当金

役員の退職金の支出に備えるため、当期末退職金の要支給額に相当する金額を計上

している。

（４） 消費税等の会計処理

税込み方式によっている。



２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

現金預金

投資有価証券

541,545,148

1,052,981,152

25,001,360

520,590

171,904,130

0

394,642,378

1,053,501,742

小 計 1,594,526,300 25,521,950 171,904,130 1,448,144,120

特定資産

退職給付引当資産 320,462,362 34,806,358 28,217,000 327,051,720

小 計 320,462,362 34,806,358 28,217,000 327,051,720

合 計 1,914,988,662 60,328,308 200,121,130 1,775,195,840

科目 当期末残高
（うち指定正味財

産からの充当額）

（うち一般正味財

産からの充当額）

（うち負債に

対応する額）

基本財産

現金預金

投資有価証券

394,642,378

1,053,501,742

0

0

394,642,378

1,053,501,742

0

0

小 計 1,448,144,120 0 1,448,144,120 0

特定資産

退職給付引当資産 327,051,720 0 0 327,051,720

小 計 327,051,720 0 0 327,051,720

合 計 1,775,195,840 0 1,448,144,120 327,051,720



４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

助成金等の

名称
交付者

前期末

残 高

当 期

増加額

当 期

減少額

当期末

残 高

貸借対照表上

の記載区分

助成金

資本市場振興

財団助成金

資本市場

振興財団

0 20,000,000 20,000,000 0 指定正味財産

合 計 0 20,000,000 20,000,000 0 ―

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

７．リース取引関係

ファイナンス・リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース資産の内容

・器具及び備品

複合機である。

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物

器具及び備品

153,371,775

98,576,518

55,797,224

69,475,396

97,574,551

29,101,122

合 計 251,948,293 125,272,620 126,675,673

内 容 金 額

経常収益への振替額

目的達成による指定解除額 20,000,000

合 計 20,000,000



８．金融商品の状況に関する事項

（１） 金融商品に対する取組方針

当法人は、運営に係る費用に充てるため、円建ての預貯金、円建ての債券、円建ての公

社債投資信託により資産運用する。なお、デリバティブ取引は行わない方針である。

（２） 金融商品の内容及びそのリスク

投資有価証券は、公社債投資信託であり市場価格の変動リスクにさらされている。

（３） 金融商品のリスクに係る管理体制

①資産運用規則に基づく取引

金融商品の取引は、当法人の資産運用規則に基づき行っている。

②市場リスクの管理

資産運用担当者は、毎月、資産の運用から生じた前月の収益の状況について事務局長

に報告している。

９．資産除去債務関係

（１） 当該資産除去債務の概要

事務所の転貸借契約に基づき、事務所の退去時における原状回復にかかる債務を資産

除去債務として認識している。

（２） 当該資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間を 2 年と見積り、割引率は約 0.5%を使用

している。

（３） 当該資産除去債務の総額の増減

単位（円）

期首残高 0

見積りの変更に伴う増減額 109,710,071

簡便法から原則法への変更による影響額 32,629,950

時の経過による調整額 75,950

資産除去債務の履行による減少額 0

期末残高 142,415,971

（４） 当該資産除去債務の金額の見積りの変更

当年度において、事務所の転貸借契約に伴う原状回復義務に関して、2026年 4月に予

定している一般社団法人日本投資顧問業協会との統合を踏まえ、改めて原状回復費用の

見積りを入手したことから、退去時における原状回復費用の見積りの変更を行った。

この見積りの変更により、資産除去債務残高が 109,710,071 円増加し、当年度の当期経

常増減額、当期一般正味財産増減額は 12,734,804 円減少している。

１０．その他

当会は 2026 年 4月 1日に一般社団法人日本投資顧問業協会と統合し、新協会を設立する予

定である。これに向けて 2025 年 3月 31 日に両協会間で基本合意書を締結した。


